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諮問第１１３号 

答  申 

 

第１ 審査会の結論 

山梨県知事（以下「実施機関」という。）が、令和３年１０月１９日付け峡

東福第３６５０号で行った行政文書不開示決定処分は、妥当である。 

 

第２ 審査請求に至る経過 

１ 行政文書の開示請求 

審査請求人は、令和３年１０月２日付けで、山梨県情報公開条例（平成 

１１年山梨県条例第５４号。以下「条例」という。）第７条第１項の規定に

基づき、実施機関に対し、「令和２年１０月１日午後３時から山梨県峡東保

健所衛生課職員２名が●●●●●●●に対して行った宿泊拒否の事実関係の

調査に係る立入調査の調査報告書」についての開示請求（以下「本件開示請

求」という。）を行った。 

２ 実施機関の決定 

実施機関は、条例第１１条及び第１２条第２項の規定に基づき、開示請求

に係る行政文書の存否を明らかにしないで本件開示請求を拒否する旨の決定

（以下「本件不開示決定」という。）をし、令和３年１０月１９日付け峡東

福第３６５０号をもって審査請求人に通知した。 

３ 審査請求 

審査請求人は、本件不開示決定を不服として、令和４年１月４日付けで行

政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第２条の規定による審査請求を実

施機関に対して行った。 

 

 



2 

第３ 審査請求の趣旨及び理由 

１ 審査請求の趣旨 

審査請求の趣旨は、本件処分を取り消し、開示するとの裁決を求めるもの

である。 

２ 審査請求の理由 

審査請求人が審査請求書及び反論書等で主張している内容は、おおむね次

のとおりである。 

⑴ 審査請求人は、令和２年９月、株式会社●●●●●●●●●●（以下

「本件事業者」という。）が運営する笛吹市所在の宿泊施設である●●●

●●●●（以下「本件施設」という。）で宿泊しようとしたところ、これ

を拒否された。そのため、審査請求人は、本件施設において旅館業法（昭

和２３年法律第１３８号）に違反する宿泊拒否があったとして、県ウェブ

サイトに問い合わせを行った。これを受け、県衛生薬務課は、同市内の宿

泊施設を所管する峡東保健所に対し、本件施設への立入調査の依頼をした。 

⑵ 後日、所管する峡東保健所から、立入調査に入ったとの回答があったた

め、詳細を回答するよう求めたが、峡東保健所の回答は、「宿泊拒否した

ことは妥当であり、審査請求人はフロントで大声を上げるといった他の宿

泊者に著しい迷惑を及ぼす言動を行っていた」というもので、事実と異な

る。そこで、本件開示請求を行ったものの、実施機関から本件不開示決定

を受けた。 

⑶ 条例第１１条の趣旨は本件開示請求とは関係がなく、事業者による旅館

業法に反する行為の被害者が、事業者に対する立入調査の結果の開示を求

めることは、条例第１１条が想定しているケースに当たらない。 

⑷ 審査請求人は本件施設による宿泊拒否の当事者であるため、開示しない

理由として列挙された大半は、本件に該当しない。開示請求者の属性は、

当然、開示可否の主要な判断基準である。「開示請求者の属性によって開

示を許容するものではない」との解釈は不可能であり、その解釈、運用自

体の正当性を検討するべきである。 

⑸ 旅館業法に反する行為を行ったケースの場合、不開示情報に該当しない。

旅館業法に反する行為を行った事業者が信用失墜するのは当然のことであ
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る。違反行為があっても開示せず、調査が不適正でも開示しないというこ

とは、情報開示の意味を理解していないか、自らの行為にあわせて曲解し

ている。本件のような不開示は条例に想定されておらず、想定していると

すれば条例の存在価値はない。実施機関の主張は、不都合な事実に合わせ

ての全く論理不明なものである。 

⑹ 上記のような調査結果は名誉毀損であり、それが本件施設の虚偽証言に

よるものか、峡東保健所の不適切な調査方法によるものか明らかにするた

め、調査内容の情報開示が必須である。 

 

第４ 実施機関の説明要旨 

実施機関が弁明書で主張している内容は、おおむね次のとおりである。 

１ 本件開示請求に係る行政文書の内容 

本件施設を名指しして、本件施設に対する実施機関が実施した立入調査等

の行政指導の内容、結果等が記載された文書の開示を求めるものである。 

２ 条例第１１条の該当性 

本件開示請求のように、事業者名や施設名を名指しした開示請求があった

場合、対象となる行政文書の存否について答えるだけで、当該事業者が行政

指導等を受けたか否かという情報を開示することになる。 

そして、仮にかかる行政文書が存在する場合には、当該情報は、次のとお

り条例第８条第２号イ及び同条第６号柱書の不開示情報に該当する。した

がって、当該行政文書が存在しているか否かを答えるだけで、条例第８条第

２号イ及び同条第６号柱書の不開示情報を開示することとなることから、条

例第１１条の規定に基づき不開示とする。 

⑴ 条例第８条第２号関係 

仮にかかる行政文書が存在する場合、当該行政文書には、実施機関によ

る行政指導等の内容、結果等に関する情報が記録されている。このような

情報は、公にすることにより特定の事業者の信用を失墜させるおそれのあ

るものであるため、条例第８条第２号イに当たり、同号ただし書に当たら

ないことから、同号所定の不開示情報に該当する。 
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⑵ 条例第８条第６号関係 

仮にかかる行政文書が存在し、これを開示することとした場合、当該指

導等の対象者がこのことを恐れ、実施機関の調査そのものにも応答しない

ことや、調査に応じたとしても虚偽の申告をする等の事態が想定される。

そのような場合、今後、実施機関が調査事務を執行するに当たり、事実を

客観的に捉え、これを踏まえた指導等を適切に行うことができなくなり、

ひいては公衆衛生上の重大な危害の発生又は著しく善良の風俗を害する行

為が助長されるおそれがある。 

これらのことから、当該情報を公にすることは効率的かつ円滑な業務が

困難となるおそれが極めて高く、公にすることにより当該事務又は事業の

性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの

であるため、条例第８条第６号柱書の不開示情報に該当する。 

３ 審査請求における審査請求人の主張について 

⑴  旅館業法に基づく行政指導等の内容、結果を公表していないこと 

審査請求人は、実施機関が条例第８条第６号柱書の不開示情報に該当す

るとしたことは、適正な調査をそもそも行ったのかとの疑問を甚だしく惹

起させるなどと述べる。 

しかしながら、実施機関は、審査請求人から開示請求があった時点で、

旅館業法に基づく行政指導等の内容、結果を公表していない。これは、こ

れらの事実の有無が明らかにされた場合、当該行政指導の内容にかかわら

ず、本件施設において違法行為等の不適切な行為があったと推測され、そ

の結果、本件事業者の社会的評価の低下を招き、当該法人の権利、競争上

の地位その他正当な利益を害するおそれがあるためとしている。 

⑵  審査請求人が「当事者である」との主張は、開示可否の判断に影響しな

いこと 

 

審査請求人は、審査請求人が本件施設に係る旅館業法違反となる宿泊拒

否の調査を依頼した当事者であり、開示しない理由として列挙された大半

は当事者である審査請求人には該当しないなどと述べる。 

しかしながら、条例が開示請求権を定める趣旨は、県の行政に利害関係

や関心を有している者等に、広く県の保有する情報を入手し得る機会を保

障していることから、何人に対しても同様の回答をすることが前提として

おり、開示請求者の属性によって開示を許容するものではなく、審査請求
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人が本件施設に係る旅館業法違反となる宿泊拒否の調査を依頼した当事者

であるとしても、そのことが開示可否の判断に影響するものではない。 

 

第５ 審査会の認定した事実及び判断 

１ 審査会の認定した事実 

⑴ 本件開示請求に係る行政文書の内容 

本件開示請求は、旅館業法第３条第１項の規定により山梨県知事の許可を

受けて特定の旅館業を営む者（以下「営業者」という。）が運営する宿泊施

設の名称を明示した上で、令和２年１０月１日午後３時から実施された、同

法第７条第１項による営業者その他の関係者からの報告徴収等の結果に関す

る文書（以下「本件対象文書」という。）の開示を求めたものと解される。 

⑵ 旅館業法の定め 

営業者は、宿泊しようとする者がとばく、その他の違法行為又は風紀を乱 

す行為をする虞があると認められるとき等、旅館業法第５条各号に定める 

場合を除いては、宿泊を拒んではならないとされている（同法第５条柱書）。 

同法第７条第１項では、都道府県知事は、営業者その他の関係者から必要

な報告を求め、又は当該職員に、旅館業の施設に立ち入り、その構造設備若

しくはこれに関する書類を検査させ、若しくは関係者に質問させることがで

きることとされている（以下単に「立入調査等」という。）。 

また、都道府県知事は、立入調査等の結果、営業者に対し、旅館業による

公衆衛生上の危害の発生若しくは拡大又は善良の風俗を害する行為の助長若

しくは誘発を防止するため必要があると認めるときは、公衆衛生上又は善良

の風俗の保持上必要な措置をとるべきことを命ずることができる（同法第７

条の２第２項）。 

さらに、都道府県知事は、営業者が、同法の規定に違反したときは、同法

第３条第１項の許可を取り消し、又は１年以内の期間を定めて旅館業の全部

若しくは一部の停止を命ずることができる（同法第８条）。 

 

⑶ 実施機関からの追加説明 

当審査会において、実施機関に確認させたところ、実施機関は次のとおり
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説明する。 

立入調査等については、同法第３条第１項の許可を受けた営業者に対して、

定期的に実施するほか、地域住民や関係市町村からの報告に基づいて実施し

ている。 

立入調査等においては、旅館業の施設について、換気、採光、照明、防湿

及び清潔その他宿泊者の衛生に必要な措置を講じられているか否かなど、同

法の施行に必要な限度において、営業者に報告させ、又は施設に立ち入り、

書類を検査する。ただし、報告の内容のみによって状況を判断できる場合な

ど、立ち入りを行うまで至らない例も想定される。その一方で、立入調査等

を実施した場合で、施設の構造設備や衛生状況に問題があるようであれば、

その場でさらに指導を行うこともある。 

もっとも、実施機関は、これまで、同法第７条による立入調査等の結果を

公表しておらず、また、同法第５条の規定に違反した者や、同法第７条の２

の規定による命令に違反した者の名称等を公表していない。 

２ 本件対象文書の存否応答拒否について 

実施機関は、本件対象文書の存否を答えるだけで、条例第８条第２号及び

同条第６号の不開示情報を開示することとなるため、条例第１１条の規定に

基づき、行政文書の存否を明らかにせずに本件開示請求を拒否した。 

以下、本件対象文書の存否応答拒否の妥当性について検討する。 

⑴ 開示請求権について 

   条例第５条において、「何人も、この条例の定めるところにより、実施機

関に対し、当該実施機関の保有する行政文書の開示を請求することができ

る。」としている。 

   条例に定める開示請求制度は、何人に対しても等しく開示請求権を認める

ものであり、開示決定等の結論は、国籍、職業等の人的属性や開示された行

政文書の使用目的など開示請求者の主観的意図如何によって左右されるもの

ではない。審査請求人は、自身が当事者であることを理由に開示を求めてい

るが、何人にも等しく開示請求権を認める制度の下においては、請求者が誰

であるか、どのような目的で行政文書の開示を請求しているか、開示された

行政文書をどのように利用しようとしているか、あるいは、請求者が求めて

いる行政文書に記録されている情報に対して利害関係を有しているかどうか

などの事情は考慮されず、当該行政文書の開示決定等の結論に影響を及ぼす

ものではないと考えるのが適当である。 
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⑵ 条例第１１条について 

条例第１１条では、「開示請求に対し、当該開示請求に係る行政文書が

存在しているか否かを答えるだけで、不開示情報を開示することとなると

きは、実施機関は、当該行政文書の存否を明らかにしないで、当該開示請

求を拒否することができる」と規定している。そして、同条にいう「不開

示情報」は、条例第８条各号において掲げられており、本件に関係を有す

るものとしては同条第２号及び第６号がある。 

⑶ 条例第８条第２号の該当性について 

ア 条例第８条第２号イでは、公にすることにより、法人等の権利、競争

上の地位その他正当な利益を害するおそれがある情報については、これ

を不開示としている。 

同号に規定される「公にすることにより、当該法人等又は当該個人の

権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるもの」とは、

主観的に他人に知られたくない情報であるというだけでは足りず、当該

情報が開示されることによって当該法人等の正当な利益等が害されると

いう相当の蓋然性が客観的に認められる場合を意味するものであり、客

観的に相当の蓋然性があるかどうかは、当該情報がどのような法人等に

関するどのような種類のものであるか（法人等の性格、当該情報の内

容・性質、当該法人等の事業内容、当該法人等と行政との関係等）など

といった情報の一般的な性質に照らし、総合的に判断することとなる。 

イ 本件においては、実施機関が主張する事実からすれば、営業者が立入

調査等を受けた結果、営業者が不利益処分に係る処分基準に該当せず、

行政処分の対象とはならないこともある。 

このような中、本件対象文書の存否を明らかにしただけで、特定の営

業者に対して、山梨県知事が行った立入調査等の有無を明らかにするこ

ととなり、仮に行政処分や行政指導がなかったとしても当該営業者の運

営能力等に対して、利用者等から疑いが生じ、当該営業者が旅館業法に

違反する不適切な業務を行っているのではないかとの憶測を呼び、いわ

ゆる風評被害が発生する等の当該営業者の社会的信用を不当に低下され

る事態が予想される。 

そのような場合、当該営業者と取引関係にある者や宿泊施設を利用し

ようとしている者等が取引や施設の利用を取りやめるなど、当該営業者

の権利、競争上の地位その他正当な利益を害する蓋然性が客観的に存す
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ることから、条例第８条第２号イの不開示情報に該当することが認めら

れる。 

⑷ 条例第８条第６号の該当性について 

ア 条例第８条第６号柱書では、国の機関又は地方公共団体等が行う事務

又は事業に関する情報であって、公にすることにより、当該事務又は事

業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあ

るものについては、これを不開示としている。 

これは、当該事務又は事業の性質からみて、同種のものが反復される

ような性質のものであって、ある個別の事務又は事業に関する情報を開

示すると、将来の同種の事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそ

れがある場合について、不開示とする趣旨である。 

イ 本件対象文書は、旅館業法に基づく営業者への立入調査等という、将

来に同種のものが反復される性質の行政行為について、その結果に関す

る情報が記録されるものである。また、旅館業法に基づく営業者に対す

る立入調査等は、不適正等の法違反があった場合は、行政処分を行う前

に、口頭指導または文書勧告によって適正処理を指導し、改善を促すこ

とによって法による規制を補完するものであるが、相手方の任意の協力

によって実現されるものであり、その効果的な実施のためには、当事者

間における信頼関係の維持確保が重要であると考えられる。 

ウ 本件対象文書は、立入調査等の対象となった特定の営業者の名称や事

業状況、特定の営業者から直接聴き取った情報等を記載するほか、指導

事項等といった情報が記載される性質のものと考えられる。前述のとお

り旅館業法に基づく立入調査等はその事実自体が当該営業者の社会的信

用を低下させるものであると認められることから、立入調査等の有無が

開示されることとなれば、将来に同種の立入調査等を実施する場合にお

いて、名称を公表されることを懸念した営業者が、立入調査等への任意

の協力に消極的になり、事実をありのままに報告することをためらった

り、資料の提出を拒んだりするなど、立入調査等への協力を得ることが

困難になり、将来の同種の事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすお

それがあることから、条例第８条第６号柱書に該当すると認められる。 

⑸ 小括 

本件開示請求が、特定の営業者を名指ししてされた開示請求である以上、
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仮に本件対象文書に記載された本件施設の名称、所在地等の情報を部分的

に不開示としたとしても、立入調査等の有無を明らかにすることになるこ

とから、本件開示請求については、本件対象文書の存否を答えるだけで、

条例第８条第２号イ及び同条第６号柱書の不開示情報を開示することと同

様の結果となるものと認められる。 

したがって、開示請求人の属性に関わらず、条例第１１条の規定により、

本件対象文書の存否を明らかにしないで本件開示請求を拒否した本件処分

は、妥当である。 

３ 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人は、その他縷々主張しているが、本件開示請求を拒否したこと

の妥当性は上記のとおりであり、当審査会は開示決定以外の事案の妥当性に

ついて判断するものではなく、審査請求人のその他の主張は、当審査会の上

記の判断に影響を及ぼすものではない。 

４ 結論 

以上のことから、当審査会は、「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。 

５ 審査の経過 

審査会の調査審議の経過は、次のとおりである。 
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審査の経過 

 

年 月 日 審 議 事 項 

令和４年２月９日 
○諮問 

○実施機関から弁明書の写しを受理 

令和４年３月１１日 

（令和３年度第５回審査会） 
○審議 

令和４年４月５日 〇審査請求人から反論書を受理 

令和４年４月２８日 

（令和４年度第１回審査会） 
○審議 

令和４年５月１１日 ○審査請求人から意見書を受理 

令和４年５月２７日 ○答申 

 

 

            山梨県情報公開審査会委員      （五十音順） 

 

氏   名 役  職  名 備   考 

芦沢 幸彦 元代表監査委員  

伊藤 智基 山梨県立大学国際政策学部准教授 会長代理 

大島 わかな 弁護士  

東條 正人 弁護士 会長 

平井 貴美代 山梨大学大学院総合研究部教授  

 


